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2.豊橋市行政機構図

総合動植物公園部

都市計画部

市民病院
医局、診療技術局、薬局、看護局、医療安全管理室、診療記録管理
室、臨床研究管理室、感染症管理センター、シミュレーション研修
センター、卒後臨床研修センター、専門医研修センター

こども家庭課、こども若者総合相談支援センター、保育課

こども発達センター

産 業 部

健康政策課、健康増進課、こども保健課、生活衛生課、
食肉衛生検査所

企 画 部

市民協創部

福祉事務所

福 祉 部

こども未来政策課、こども未来館

環境政策課、廃棄物対策課、環境保全課、温暖化対策推進
室、収集業務課、資源化センター、施設建設室、埋立処理課

会計管理者

長寿介護課、障害福祉課、生活福祉課、総合老人ホーム 

市民協働推進課、市民課、安全生活課、多文化共生・国際課

市長

副市長

副市長

健 康 部

保 健 所

環 境 部

こども未来部

建 設 部

防災危機管理課

行政課、人事課、情報企画課

財政課、資産経営課、契約検査課、債権管理課
市民税課、資産税課、納税課

政策企画課、未来創生戦略室、秘書課、広報広聴課、
シティプロモーション課、首都圏活動センター

福祉政策課、国保年金課

福祉事務所

文化・スポーツ部

総 務 部

財 務 部

事務局 教育政策課、学校教育課、保健給食課、生涯学習課、
図書館、美術博物館、科学教育センター

産業政策課、商工業振興課、観光振興課、みなと振興
課、競輪事務所、農業企画課、農業支援課、農地整備課

土木管理課、道路維持課､道路建設課､河川課､建築課、
建築指導課､建築物安全推進室、住宅課

動植物公園、自然史博物館

事務局 管理課、医療情報課、医事課

都市計画課、都市交通課、まちなか活性課、まちなか図
書館整備推進室、公園緑地課、区画整理課

上下水道局

消防本部

選挙管理委員会

農業委員会 農業委員会事務局

会計課

総務課、営業課、浄水課、水道管路課
下水道施設課、下水道整備課

総務課、消防救急課、予防課、通信指令課

中消防署

南消防署

教育委員会 教 育 部

「文化のまち」づくり課、「スポーツのまち」づくり課

庶務課､議事課

（平成３０年４月１日現在）

公平委員会

固定資産評価審査委員会

市 議 会 議会事務局

監査委員 監査委員事務局

選挙管理委員会事務局



３．税務機構及び職員数

1 １．税務全般の統轄に関すること｡

1 1 1 3 １．市民税課業務全般に関すること。

１．法人市民税及び事業所税の申告納付及び減免に
　　関すること｡

２．市たばこ税及び鉱産税の申告納付に関すること｡

３．国有提供施設等所在市助成交付金に関すること｡

４．税制の調査及び統計に関すること｡

５．税務各課との連絡調整に関すること｡

2 5 7

（1） （1）

１．個人市民税の賦課調定に関すること。

２．個人市民税の賦課資料の収集管理に関すること｡

３．個人市民税の減免に関すること｡

8 20 28

（3） （3）

1 1 1 0 10 25 38

（4） （4）

（　）内は、うち再任用職員数
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1 1 1 5 8 １．資産税課業務全般に関すること。

１．固定資産税及び都市計画税の賦課調定に関する
　　こと｡

２．固定資産税及び都市計画税の減免に関すること｡

３．固定資産課税台帳等に関すること｡

４．固定資産税(土地)の住宅用地の認定に関すること｡

５．軽自動車税の賦課調定及び減免に関すること｡

8 26 34
６．原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識及び
　　試乗標識に関すること｡

（3） （3）

１．固定資産税及び都市計画税の賦課に係る台帳宛名
　　管理に関すること。

２．特別土地保有税の申告納付に関すること｡

３．特別土地保有税の非課税認定並びに徴収猶予及び
　　減免に関すること｡

４．国有資産等所在市町村交付金に関すること｡

５．市税の納税証明に関すること｡

2 3 5
６．個人市民税の所得証明､課税証明､非課税証明等に
　　関すること｡

７．固定資産課税台帳等の閲覧に関すること｡

８．土地及び家屋の価格通知に関すること｡

９．資産(評価)証明､車庫証明等に関すること｡

1 1 1 5 10 29 47

(3) (3)

計 （　）内は、うち再任用職員数
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1 2 1 5 9 １．納税課業務全般に関すること。

１．納税意識の普及宣伝に関すること｡

２．市税等の口座振替に関すること｡

３．市税等の督促状に関すること。

3 9 12 ４．市税等の過誤納金還付及び充当に関すること｡

５．市税等の窓口収納事務に関すること。

６．市税等の欠損処分に関すること。

７. 市税等及び市税外収入の整理に関すること。

１. 市税等の納税相談に関すること。

２. 市税コールセンターに関すること。

３．滞納金整理に関すること｡

４．滞納者の実態調査に関すること｡

8 18 26 ５．滞納処分に関すること｡

(5) (5) ６. 延滞金の減免に関すること。

７. 納税の猶予に関すること。

８．差押物件換価及び交付要求に関すること。

９．徴収嘱託及び受託徴収に関すること

1 1 1 1 4 １．東三河広域連合滞納整理事業に関すること。

2 2 2 5 12 28 51

(5) (5)

4 4 4 10 32 82 137 （次長１名・再任用職員１２名を含む。）
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4.税務職員特殊勤務手当
 （平成30年4月1日現在､単位：円）

支給金額

400

800

800

種　　　　　類 支　　　　給　　　　基　　　　準 支　給　単　位

滞 納 整 理 手 当

庁外にあって行う滞納金の徴収及び督促
事務

日　　　額

滞納処分による差押え又はその他の方法
により法的効力を有することとなった差押
え

１件につき

公売又は競売による換価 １件につき


